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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第３四半期
累計期間

第18期
 第３四半期

 連結累計期間
第17期

会計期間
自 2022年６月１日
至 2023年２月28日

自 2023年６月１日
至 2024年２月29日

自 2022年６月１日
至 2023年５月31日

売上高 (千円) ― 2,355,016 ―

経常利益 (千円) ― 750,199 ―

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) ― 511,210 ―

四半期包括利益又は包括利益 (千円) ― 511,210 ―

純資産額 (千円) ― 4,119,495 4,163,923

総資産額 (千円) ― 4,814,689 5,493,864

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) ― 71.28 ―

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― 70.84 ―

自己資本比率 (％) ― 85.4 75.6
 

 

回次
第17期

第３四半期
会計期間

第18期
 第３四半期

 連結会計期間

会計期間
自 2022年12月１日
至 2023年２月28日

自 2023年12月１日
至 2024年２月29日

１株当たり四半期純利益 (円) ― 20.27
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。
２．当社は、前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、第17期第３四半期連結累計期間の主要な

経営指標等については記載しておりません。
３．第18期第３四半期連結累計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第17期の

関連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直
しが反映された後の金額となっております。

 
 
 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間よりセグメント情報を開示しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半

期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社Ｅｎｊｉｎ(E36638)

四半期報告書

 2/18



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、当社グループは、2023年５月期連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累

計期間との比較分析は行っておりません。

また、2023年３月24日（みなし取得日2023年５月31日）に行われたアズ・ワールドコムジャパン株式会社との企業

結合について、前連結会計年度末において暫定的な会計処理を行っていましたが、当第３四半期連結会計期間に確定

したため、前連結会計年度末との比較・分析にあたっては、暫定的な会計処理の確定による見直し後の金額を用いて

おります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績等の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費やインバウンド需要の回復、エネルギー価格の安

定と円安の進行に落ち着きが見られたものの、物価や人件費の上昇、不安定な海外情勢等により依然として行先

きは不透明な状況が続いております。

このような環境下において、当社グループは「社会の役に立つ立派な人間を一人でも多く輩出する」ことを

ミッションとして、PRを通じて魅力ある企業、団体等を世の中に伝え、社会全体の幸福度を高めていけるような

サービスを展開してまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,355,016千円、営業利益は720,852千円、経常利益は750,199

千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は511,210千円となりました。

当社グループの報告セグメントは、従来「PR事業」のみの単一セグメントでありましたが、前連結会計年度末

より、アズ・ワールドコムジャパン株式会社の全株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたことに伴い、単一セ

グメントから「ダイレクトブランディングサービス」、「ストラテジックPRサービス」、「PRプラットフォーム

サービス」の３区分に変更しました。

 
セグメント別の業績は次のとおりであります。

①ダイレクトブランディングサービス

ダイレクトブランディングサービスにおきましては、顧客数が前年同期比で微減したこと等により、売上高は

1,899,611千円、セグメント利益は697,768千円となりました。

 

②PRプラットフォームサービス

PRプラットフォームサービスにおきましては、オプションサービスの拡充等により顧客単価が上昇したことに

より、売上高278,135千円、セグメント利益は48,781千円となりました。

 

③ストラテジックPRサービス

ストラテジックPRサービスにおきましては、売上高178,270千円、セグメント損失は25,696千円となりました。
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②財政状態の状況

　（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は4,814,689千円であります。前連結会計年度末と比較いたしま

すと、679,175千円減少しております。これは主に、配当金の支払いをしたこと及び法人税等を納付したこと等に

より現金及び預金が819,935千円減少したこと等によるものであります。

 
　（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は695,194千円であります。前連結会計年度末と比較いたします

と、634,747千円減少しております。これは主に、前受金が132,876千円増加しているものの、買掛金が367,321千

円減少したこと及び賞与引当金が39,384千円減少したこと等によるものであります。

 
　（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は4,119,495千円であります。前連結会計年度末と比較いたし

ますと、44,428千円減少しております。これは主に、利益剰余金が親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等

により251,577千円増加したものの、自己株式の取得により297,280千円減少したこと等によるものであります。

 
(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度末の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 
(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 
(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2024年２月29日)

提出日現在
 発行数(株)

 (2024年４月12日)

上場金融商品取引所
 名又は登録認可金融
 商品取引業協会名

内容

普通株式 7,268,200 7,268,200
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 7,268,200 7,268,200 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、2024年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

 (株)

発行済株式
 総数残高
 (株)

資本金増減額
 (千円)

資本金残高
 (千円)

資本準備金
 増減額
 (千円)

資本準備金
 残高
 (千円)

2023年12月１日～
2024年２月29日

― 7,268,200 ― 904,650 ― 874,650
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2023年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 18,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,238,700
 

72,387

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であ
ります。

単元未満株式 普通株式 11,200
 

― ―

発行済株式総数 7,268,200 ― ―

総株主の議決権 ― 72,387 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当初所有の自己株式67株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2023年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

（自己保有株式）
株式会社Ｅｎｊｉｎ

東京都中央区銀座五丁目
13番16号

18,300 ― 18,300 0.25

計  18,300 ― 18,300 0.25
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 
１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括

利益計算書に係る比較情報を記載しておりません。

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年12月１日から2024年

２月29日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年６月１日から2024年２月29日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているＰｗＣ京都監査法人は、2023年12月１日付でＰｗＣあらた有限責任監査

法人と合併し、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人に名称を変更しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,083,823 3,263,888

  売掛金 105,990 100,545

  棚卸資産 7,892 9,809

  未収入金 332,514 300,536

  前払費用 78,003 92,450

  その他 231 13,595

  貸倒引当金 △24,918 △33,939

  流動資産合計 4,583,537 3,746,886

 固定資産   

  有形固定資産 156,107 198,894

  無形固定資産   

   ソフトウエア 36,068 37,472

   顧客関連資産 48,000 42,857

   のれん 66,384 61,405

   その他 509 1,600

   無形固定資産合計 150,962 143,335

  投資その他の資産   

   投資有価証券 393,734 386,739

   破産更生債権等 23,673 23,133

   繰延税金資産 61,054 43,473

   その他 148,469 295,360

   貸倒引当金 △23,673 △23,133

   投資その他の資産合計 603,257 725,573

  固定資産合計 910,327 1,067,803

 資産合計 5,493,864 4,814,689

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 394,171 26,850

  1年内返済予定の長期借入金 3,384 3,684

  未払金 37,697 29,989

  未払費用 67,502 39,240

  未払法人税等 270,013 13,539

  前受金 345,274 478,150

  賞与引当金 65,869 26,485

  その他 75,474 19,840

  流動負債合計 1,259,388 637,782

 固定負債   

  長期借入金 24,946 22,183

  繰延税金負債 15,438 10,234

  その他 30,167 24,994

  固定負債合計 70,552 57,411

 負債合計 1,329,941 695,194
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 904,012 904,650

  資本剰余金 874,012 874,650

  利益剰余金 2,378,231 2,629,808

  自己株式 △218 △297,498

  株主資本合計 4,156,038 4,111,610

 新株予約権 7,884 7,884

 純資産合計 4,163,923 4,119,495

負債純資産合計 5,493,864 4,814,689
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
　至 2024年２月29日)

売上高 2,355,016

売上原価 431,769

売上総利益 1,923,246

販売費及び一般管理費 1,202,394

営業利益 720,852

営業外収益  

 受取利息 679

 受取配当金 14

 保険解約返戻金 7,693

 投資事業組合運用益 25,637

 その他 2,741

 営業外収益合計 36,766

営業外費用  

 支払利息 259

 投資事業組合運用損 2,774

 自己株式取得費用 1,976

 固定資産除却損 1,916

 その他 491

 営業外費用合計 7,418

経常利益 750,199

税金等調整前四半期純利益 750,199

法人税、住民税及び事業税 226,613

法人税等調整額 12,376

法人税等合計 238,989

四半期純利益 511,210

親会社株主に帰属する四半期純利益 511,210
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
　至 2024年２月29日)

四半期純利益 511,210

四半期包括利益 511,210

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 511,210
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

減価償却費 42,456千円

のれん償却額 4,978千円
 

 

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2024年２月29日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月25日
定時株主総会

普通株式 165,385 22.80 2023年5月31日 2023年８月28日 利益剰余金

2024年１月11
日　　取締役会

 普通株式 94,247 13.00 2023年11月30日 2024年１月30日  利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
 
 
 

 

　　(企業結合等関係)

 　 企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

   2023年３月24日（みなし取得日2023年５月31日）に行われたアズ・ワールドコムジャパン株式会社との企業

 結合について、前連結会計年度末において暫定的な会計処理を行っていましたが、当第３四半期連結会計期間

 に確定しております。

     　この結果、前連結会計年度末において暫定的に算定されたのれんの金額97,915千円は、会計処理の確定により

     31,531千円減少し、66,384千円となっております。のれんの減少は、無形固定資産が48,000千円、固定負債

     その他（繰延税金負債）が16,468千円それぞれ増加したことによるものです。

      　また、のれんの償却期間は10年、のれん以外の無形固定資産に計上した顧客関連資産の償却期間は７年であ

　　 ります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2024年２月29日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 報告セグメント

調整額

 
四半期連結
損益計算書
計 上 額
（注）

 

ダイレクト
ブランディ
ングサービ
ス

PRプラット
フォーム
サービス

ストラテ
ジックPR
サービス

合計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 1,899,611 278,135 177,270 2,355,016 ― 2,355,016

外部顧客への売上高 1,899,611 278,135 177,270 2,355,016 ― 2,355,016

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― 1,000 1,000 △1,000 ―

計 1,899,611 278,135 178,270 2,356,016 △1,000 2,355,016

セグメント利益又は損失(△) 697,768 48,781 △25,696 720,852 ― 720,852
 

(注) セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 
(追加情報)

　報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループの報告セグメントは、従来「PR事業」のみの単一セグメントでありましたが、前連結会計年度にアズ・

ワールドコムジャパン株式会社の全株式を取得したことに加え、2024年５月期を初年度とする中期経営計画において、

主たる事業であるPR支援サービスの更なる強化を図るとともに、PR支援サービスで培ってきた競争優位を活用する事業

を「プラットフォームサービス」、新たな顧客層の拡大を図るサービスを「戦略PRサービス」として定義し、コア事業

の成長の加速を目指すことを基本方針としています。

　これらにより、単一セグメントから「ダイレクトブランディングサービス」、「ストラテジックPRサービス」、「PR

プラットフォームサービス」の３区分により開示しております。

　なお、変更後の報告セグメントの区分によった場合の前第３四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び

利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報は次のとおりであります。

（単位：千円）

 報告セグメント

調整額

 
四半期損益
計算書計上
額

 

ダイレクト
ブランディ
ングサービ
ス

PRプラット
フォーム
サービス

ストラテ
ジックPR
サービス

合計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 2,095,970 294,582 ― 2,390,553 ― 2,390,553

外部顧客への売上高 2,095,970 294,582 ― 2,390,553 ― 2,390,553

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,095,970 294,582 ― 2,390,553 ― 2,390,553

セグメント利益又は損失(△) 865,495 △19,867 ― 845,627 ― 845,627
 

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

(1) １株当たり四半期純利益 71円28銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 511,210

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

511,210

普通株式の期中平均株式数(株) 7,172,166

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 70円84銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ―

普通株式増加数(株) 43,742

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

―
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２ 【その他】

第18期(2023年６月１日から2024年５月31日まで)の中間配当について、2024年１月11日開催の取締役会におい

て、2023年11月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

　 ① 中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　94,247千円

　 ② １株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　13円00銭

　 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2024年１月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年４月11日

株式会社Ｅｎｊｉｎ

取締役会  御中

 

PwC Japan有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　崎　亮　一  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　村　　　仁  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｅｎ

ｊｉｎの2023年６月１日から2024年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年12月１日から

2024年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年６月１日から2024年２月29日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｅｎｊｉｎ及び連結子会社の2024年２月29日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

　監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。
 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
 

以　　上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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